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本事例における気づき
（気づき）
○ リアルタイムデータを活用することで、プッシュ型のサービス提供に転換することが可能となり、
人の生命や身体に関わるリスクに即応することができるようになるのではないか。また、これに伴
い、限りある地域の資源を、必要なところに集中させることができるのではないか。

○ リアルタイムデータを活用することで、政策立案段階で検討していた政策手段がうまく回っている
かを随時把握することができるようになるのではないか。そのためにも、事前に、事業の日常的な運
用改善・見直しと事業全体の見直し・改善の判断の基準を設定しておく必要があるのではないか。

○ 高齢者本人だけでなく、親族、かかりつけ医、民間事業者との間で必要な個人情報の共有を行って
いる。遠隔地に在住する親族の安心にも繋がるものであり、個人情報の活用について、本人、親族の
理解が得やすいのではないか。他方、これを実現するためには、個人情報の取扱についてのルール整
理をする必要があるのではないか。更に、団体をまたいだ高齢者の移住があった場合にも対応ができ
るよう、地方自治体間でのデータの標準化が必要ではないか。

〇 運動量の増加が高齢者の介護予防につながるという、科学的エビデンスが不十分なことを前提に、
本事業を検討した。このように立案時にエビデンスが不十分な場合でも、リアルタイムデータを活用
することで、事業を実施しつつ、エビデンスを創出することができるのではないか。

〇 立案時に、既存データの活用だけでなく、地域の実情を知る地方自治体、民間事業者などと緊密な
コミュニケーションをとることで、課題把握や手段の検討の精度が高まるのではないか。

○ 地方自治体における取組の改善に際しては、データだけでなく現場の声のような定性的なデータも
含めて共有し、国と地方自治体間でコミュニケーションを取る必要がある。
また、膨大かつ複雑なデータの分析や評価を国、地方自治体のみで行うことは困難なため、民間事

業者、研究機関と協力して行うことが有効ではないか。
○ 本事業は、十分確立していない行政手法（リアルタイムデータの活用やプッシュ型のサービス提
供）を取り入れている。エビデンスを創出することや、新たな行政手法の精度を高める、社会実装す
る際の課題を洗い出し、新たな行政手法の精度を高めるという観点から、まずは実証事業として実施
することは有効ではないか。 6





【参考２】介護人材をめぐる状況①

〇第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について

〇介護職員数の推移
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出典：第８期介護保険事業計画に
基づく介護職員の必要数に
ついて



〇介護人材確保対策について

【参考３】介護人材をめぐる状況②

◆介護職員数の供給の増加だけでなく、現在の人材リソースを効率的に活
用する方策についても検討する必要があるのではないか。
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出典：第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数
について



【参考４】地域包括支援センター
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出典：
https://a.msip.securewg.jp/docview/viewer/docNC83AC6ACCDF51c3d8301783159b
e4a07524330495ae3e52b3c4f2bbc4b7ad070e70a7d07e947





＜2020年７月17日ＮＨＫ＞ 老老介護の割合59.7％過去最多に厚労省調査
高齢化が急速に進む中、自宅で介護をしている人のうち、お互いが高齢者の「老老介護」の割合がおよそ6割と、これまでで最も

多くなったことが分かりました。
厚生労働省は去年6月、「国民生活基礎調査」を行い、全国のおよそ6300人から有効な回答を得ました。
それによりますと、同居する家族や親族が自宅で介護をする在宅介護のうち、介護をする側と受ける側がお互いに65歳以上の

「老老介護」の割合は59.7％と、4年前の調査より5ポイント増加しました。さらに、お互いが75歳以上の割合も33.1％と、およそ3
ポイント増加しました。いずれも調査を始めた平成13年以降、最も多くなっています。
一方、介護する人と受ける人が同居している割合は年々低下していて、平成13年は71.1％でしたが、今回の調査では54.4％とこれ

までで最も少なくなりました。
また、誰が主に介護を担っているかを調べたところ、最も多かったのは同居の配偶者で23.8％、次いで同居の子どもが20.7％、別

居の家族などが13.6％、事業者が12.1％、同居の子どもの配偶者が7.5％などとなっています。
厚生労働省は「老老介護は今後も増加が見込まれ、新型コロナウイルスの感染が広がる中でも、対策を取りながら必要な介護

サービスが提供されるよう、引き続き人材確保を進めるなど環境を整えていきたい」としています。

【参考６】老老介護

表 19 要介護者等の年齢階級別にみた同居の主な介護者の年齢階級構成割

出典：2019年国民生活基礎調査の概況（厚生労働省）

〇老老介護の実情
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【参考８】ＩＣＴ機器活用に際しての課題

○世代別ＩＣＴ機器の利用状況

現状
・70歳以上の高齢者の情報通信機器の利用率は特に低い傾向にある。
・諸外国と比較して、ＩＣＴ機器を利用しない理由として、「使い方が分からないので、面
倒だから」という回答の割合が高い。

○各国と比較したＩＣＴ機器を使用しない理由

出展：令和３年度情報通信白書

出展：令和３年度高齢社会白書

民間の知見も活かして、高齢者にとって活用しやすいＩＣＴ機器を使用する必要
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【事例１】地方自治体における取組事例

https://www.nttdata-strategy.com/news/r3tokyowellness.htmlを基に、行革事務局で作成

15出典：https://www.nttdata-strategy.com/news/r3tokyowellness.html



【事例２】地方自治体における取組事例

スマートウォッチを活用した高齢者の見守り支援
事業実施
主体

リマークジャパン株式会社（令和2年度「NaGaOKaオープンイノベーション（長岡版オープンイノベーション事
業）」）

実施期間 2021年1-3月：実証実験を実施

概要 ・スマートウォッチで計測した高齢者の活動量等を高齢者同士、集落支援員、保健師、看護師、遠方の家族がス
マートフォンのアプリ上で共有し、活動量の著しい低下など不調の予兆を把握し訪問や声かけ等を行う仕組みが、
見守りとして機能するか検証。

・あわせて、アプリ上に示される活動量等のランキングが、高齢者の運動・活動を促進し、健康増進に寄与するか
検証。

・検証の結果、以下の示唆が得られた。
■見守りシステムとして、見守る側（保健師や見守られる側のご家族等）からは概ね良い評価を得られた。
■スマホアプリとスマートウォッチの利用によって高齢者（見守られる側）の健康意識が高まった
■スマホアプリでお互いの活動状況を見ることが高齢者同士の見守り合い＝「互助」として有効であった
■スマホアプリやスマートウォッチの操作への慣れが課題
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https://www.city.nagaoka.niigata.jp/shisei/cate01/innovation/file/r02-
innovation09.pdfを基に、行革事務局で作成




